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規 則

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１８号

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則
総合振興局長等事務委任規則（昭和２３年北海道規則第８０号）の一部を次のように改正する。
総務部の項３の事項中「第３８条」を「第３８条第１項」に改め、同項６の事項を次のように
改める。
６ 納税貯蓄組合法施行令（昭和２６年政令第９９号）に基づく次に掲げること。
� 同令第１条の規定による納税貯蓄組合の規約の届出及び同令第５条の規定による解散
の届出に関すること。

� 同令第２条の規定による証明書の交付に関すること。
総務部の項７の事項を削る。
保健福祉部の項２の事項及び３の事項を次のように改める。
２ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条第１項の規定に
よりなお従前の例によるものとされた同法第７条の規定による改正前の特別児童扶養手当
等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号。以下「旧法」という。）に基づく次に掲
げること。
� 旧法第１７条の規定による福祉手当の支給に関すること。
� 旧法第１９条の規定による福祉手当の受給資格の認定に関すること。
� 旧法第２４条第１項の規定による徴収金の徴収に関すること。
� 旧法第２６条において準用する旧法第５条第２項、第１１条（第３号を除く。）及び第１２

条の規定による福祉手当の再認定、支給の制限等に関すること。
� 旧法第３５条の規定による福祉手当に係る届出の受理に関すること。
� 旧法第３６条第１項及び第２項の規定による福祉手当に係る命令等に関すること。
� 旧法第３７条の規定による福祉手当に係る報告の聴取等に関すること。
３ 民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）に基づく次に掲げること。
� 同法第１７条第１項の規定による民生委員の職務に関する指揮監督に関すること。
� 同法第１８条の規定による民生委員の指導訓練に関すること。
� 同法第２０条第１項の規定による民生委員協議会を組織する区域の決定に関すること。
� 同法第２６条の規定による民生委員及び民生委員推薦会に要する経費に対する交付金の
交付に関すること。
保健福祉部の項４の事項から１２の事項までを削り、同項１３の事項中「（昭和３９年法律第

１３４号）」を削り、同事項を同項４の事項とし、同項中１４の事項を５の事項とし、１５の事項
を６の事項とし、１６の事項を７の事項とする。
経済部の項１の事項�を削り、同事項�中「同規則第１４条、」を「火薬類取締法施行規則
（昭和２５年通商産業省令第８８号）」に改め、「、第４６条第２項、第４８条第４項、第６５条第２
項及び第８３条」を削り、同事項�を同事項�とし、同事項	中「�」を「�」に改め、同事
項	を同事項�とし、同事項�の次に次のように加える。
	 同規則第８１条の１４の規定による報告等に関すること。
経済部の項１の事項
を削り、同項３の事項�中「第７９条第２項」を「第７９条第２項ただ
し書」に、「第７７条第２項」を「第７７条第２項ただし書」に改め、同項４の事項中「掲げる
こと」の次に「（市の区域に係るものを含む。）」を加える。
農政部の項１の事項から３の事項までを削り、同項４の事項�中「事業費」を「事務費」
に改め、同事項を同項１の事項とし、同項４の２の事項から４の４の事項までを削り、同項
４の５の事項中「北海道農業改良資金等貸付規則」を「北海道農業改良資金等貸付規則を廃
止する規則（平成２２年北海道規則第６６号）附則第２項及び第３項の規定によりなお従前の例
によるものとされた同規則による廃止前の北海道農業改良資金等貸付規則」に改め、同事項
を同項２の事項とし、同項中４の６の事項を３の事項とし、５の事項を削り、６の事項を４
の事項とし、７の事項を５の事項とし、８の事項を削り、９の事項を６の事項とし、１０の事
項を７の事項とし、１１の事項から１５の事項までを削り、１６の事項を８の事項とし、１７の事項
を９の事項とし、１８の事項を１０の事項とし、１９の事項及び２０の事項を削り、２１の事項を１１の
事項とし、２２の事項を削り、２３の事項を１２の事項とし、２４の事項を１３の事項とし、２５の事項
を削り、２６の事項を１４の事項とし、２７の事項を１５の事項とし、２８の事項を１６の事項とし、２９
の事項を削り、３０の事項を１７の事項とし、３１の事項から３３の事項までを１３事項ずつ繰り上げ
る。
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この規則は、公布の日から施行する。

訓 令

北海道訓令第４号

本 庁
出 先 機 関

北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２３年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
第２条第１１号中「参事」の次に「並びに北海道労働委員会事務局の組織に関する規則（昭
和４１年北海道規則第２３号）第２条に規定する課の長」を加え、同条第１５号中「及び水産振興
課」を「並びに水産振興課及び森林活用課」に改める。
第７条ただし書中「から第６項まで及び第１１項から第１３項」を「、第５項及び第８項から
第１０項」に改める。
第９条の２中「事項」の次に「（市の区域に係るものを含む。）」を加える。
第１１条中「第９条」を「第９条の２」に改める。
別表第３の第５項中「所属職員」の次に「（本庁の主幹（相当職を含む。）以下の職にあ
る者に限る。）」を、「解除」の次に「並びに兼職及び兼職の解除」を加え、「（総合振興
局等の職員に係る場合に限る。）」を削り、同表中第６項を削り、第７項を第６項とし、第
８項を第７項とし、第９項及び第１０項を削り、第１１項を第８項とし、第１２項から第１４項まで
を３項ずつ繰り上げる。
別表第４の総合振興局等の本庁総務部の分掌事項第１項第７号中「第４９条第２項」を「第

４９条第３項」に改め、同事項第８項第１号中「同条第６号及び第７号」を「同条第７号及び
第８号」に、「第８号」を「同条第９号」に改め、同項を同事項第９項とし、同事項中第７
項を第８項とし、同事項第６項第５号中「物資」を「特定物資」に改め、同項を同事項第７
項とし、同事項第５項第４号中「求め」を「命じ」に改め、同項を同事項第６項とし、同事
項第４項中「規定に基づく災害救助」を「施行」に改め、同項を同事項第５項とし、同事項
第３項第３号中「基づき」の次に「、施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し」を
加え、同項を同事項第４項とし、同事項第２項第１号中「地域防災の」を「法令又は地域防
災計画の定めるところにより、」に改め、同項を同事項第３項とし、同事項第１項の次に次
の１項を加える。
２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の施行に関する事務

� 第４７条の規定に基づき、市町村に対して、個人の道民税に係る徴収取扱費を交付す
ること。

別表第４の総合振興局等の本庁総合政策部の分掌事項第１項第１０号中「国土利用計画法施
行規則（昭和４９年総理府令第７２号）第２１条第１項」を「国土利用計画法施行令（昭和４９年政
令第３８７号）第１７条の２第１項第３号」に改め、同事項第４項第１号中「認可する」を「許
可する」に改め、同事項第８項第４号中「土地開発公社」を「設立団体又はその長」に改め、
同表の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第２項第９号中「及び第２項」を「から第
３項まで」に改め、同項第１０号中「第１４条の２第３項」を「第１４条の２第４項」に改め、同
事項第３項第５号中「第１７条の１２第１項」を「第１７条の１３第１項」に改め、同項第６号及び
第７号中「第１７条の１２第２項」を「第１７条の１３第２項」に改め、同事項第８項中第６５号及び
第６６号を削り、第６４号を第６７号とし、第６３号を削り、第６２号を第６６号とし、第５６号から第６１
号までを４号ずつ繰り下げ、同項第５５号中「第１２条の７の７第５項」を「第１２条の７の１７第
５項」に改め、同号を同項第５９号とし、同項中第５４号を第５８号とし、第５３号を第５７号とし、
同項第５２号中「警視総監又は道府県警察本部長」を「北海道警察本部長」に改め、同号を同
項第５６号とし、同項中第５１号を第５５号とし、第３８号から第５０号までを４号ずつ繰り下げ、第
３７号を第４０号とし、同号の次に次の１号を加える。

 第１５条の３の２第２項の規定に基づき、許可の取消しを受けた産業廃棄物の最終処
分場の廃止の確認をすること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第８項第３６号中「第１５条の２の６」
を「第１５条の２の７」に改め、同号を同項第３９号とし、同項第３５号中「第１５条の２の５第３
項」を「第１５条の２の６第３項」に改め、同号を同項第３８号とし、同項第３４号中「第１５条の
２の４」を「第１５条の２の５」に改め、同号を同項第３７号とし、同項第３３号中「第１５条の２
の３」を「第１５条の２の４」に改め、同号を同項第３６号とし、同項第３２号中「第１５条の２の
５第２項」を「第１５条の２の６第２項」に改め、同号を同項第３４号とし、同号の次に次の１
号を加える。

� 第１５条の２の２第１項の規定に基づき、産業廃棄物処理施設の定期検査を行うこと。
別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第８項第３１号中「第１５条の２の５第
２項」を「第１５条の２の６第２項」に改め、同号を同項第３３号とし、同項第３０号中「第１５条
の２の５第２項」を「第１５条の２の６第２項」に改め、同号を同項第３２号とし、同項第２９号
中「第１５条の２の５第２項」を「第１５条の２の６第２項」に改め、同号を同項第３１号とし、
同項第２８号中「第１５条の２の５第１項」を「第１５条の２の６第１項」に改め、同号を同項第
３０号とし、同項中第２７号を第２９号とし、第１７号から第２６号までを２号ずつ繰り下げ、第１４号
から第１６号までを削り、第１３号を第１６号とし、同号の次に次の２号を加える。

� 第１２条第３項及び第４項の規定に基づき、産業廃棄物の保管に係る届出を受理する
こと。
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� 第１２条の２第３項及び第４項の規定に基づき、特別管理産業廃棄物の保管に係る届
出を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第８項中第１２号を第１５号とし、第１１
号を第１４号とし、同項第１０号中「第９条の３第９項」を「第９条の３第１０項」に改め、同号
を同項第１３号とし、同項中第９号を第１１号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第９条の２の３第２項の規定に基づき、許可の取消しを受けた一般廃棄物の最終処
分場の廃止の確認をすること。

別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第８項中第８号を第１０号とし、第７
号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第６号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第８条の２の２第１項の規定に基づき、一般廃棄物処理施設の定期検査を行うこと。
別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第８項中第４号を第５号とし、第１
号から第３号までを１号ずつ繰り下げ、同項に第１号として次の１号を加える。

� 第５条第２項の規定に基づき、通報を受理すること。
別表第４の総合振興局等の本庁環境生活部の分掌事項第９項第４号中「の規定」を「にお
いて準用する第１０条及び第１１条の規定」に改め、同項第１０号中「第２２条第２項」を「第２２条
第３項」に改め、同項第１２号中「及び第２項」を「から第４項まで」に改め、「基づき、」
の次に「第１種特定製品廃棄等実施者、第１種フロン類引渡受託者又は」を加え、「並びに
同条第３項に基づき」を「及び同条第５項の規定に基づき、」に改め、同事項第１２項中第５
号から第２４号までを削り、第２５号を第５号とし、第２６号から第３６号までを２０号ずつ繰り上げ、
同項第３７号中「警視総監又は道府県警察本部長」を「北海道警察本部長」に改め、同号を同
項第１７号とし、同項中第３８号を第１８号とし、第３９号を第１９号とし、第４０号を第２０号とし、同
事項第１４項第８号及び第９号を削り、同事項第１５項第１９号中「第３１条の２」を「第３１条の２
第１項」に改め、同項第２３号中「第３９条」を「第３９条第１項」に改め、同項第２４号中「第５６
条」を「第５６条第１項」に改め、同事項第１６項第１６号中「第３４条」を「第３４条第１項」に、
「中止等」を「中止」に、「又は」を「又は原状回復を命じ、若しくは」に改め、同項第２０
号中「第１号及び第３号」を「第２号、第４号、第６号及び第８号」に、「除く。）。」を
「除く。）。）。」に改め、同項第２４号中「第１２条第３４号」を「第１２条第３０号」に改め、同
項第３６号中「第２２条」を「第２２条第１項」に、「中止等」を「中止」に、「又は」を「又は
原状回復を命じ、若しくは」に改め、同項第３７号中「第２３条」を「第２３条第１項及び第２
項」に改め、同事項第１７項第２４号中「第３３条」を「第３３条第１項」に改め、同項第４０号中
「第４条」を「第４条第２項」に改め、同事項第２０項第１０号中「第１５条第５項」を「第１５条
第４項ただし書」に改め、同項第３１号中「第１６条」を「（平成１８年法律第１１６号）第１６条」
に改め、同項第４９号中「第５７条」を「第５５条第１項」に改め、同項第５２号中「第６１条第３項
において準用する第５７条」を「第６１条第１項」に改め、同項第６０号中「鳥獣保護区域」の次
に「等」を加え、同項第６１号中「第７８条」を「第７８条第１項」に改め、同事項第２１項第２号

中「同条第３項ただし書の許可を受けていない」を「物品の供給事業を行う」に改め、同項
第８号中「第６９条」を「第６９条第１項」に改め、同項第９号中「第８６条第２項」を「第８９条
第２項」に改め、同項第１１号中「第９４条」を「第９４条第１項から第６項まで」に改め、同事
項第２３項第１号中「をさせ、」を「若しくは帳簿、書類その他の物件の提出を命じ、」に、
「報告をさせる」を「報告又は帳簿、書類その他の物件の提出を命じる」に改め、同項第２
号中「をさせ、」を「若しくは資料の提出を命じ、」に、「報告をさせる」を「報告又は資
料の提出を命じる」に改め、同事項第２５項第１号中「若しくは」の次に「帳簿書類その他の
物件の」を加え、同事項第２６項第１号中「第１９条第１項」を「第１９条第２項」に、「販売業
者等」を「販売業者」に改め、同表の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１項第１
号中「第２４条」を「第２４条第５項」に改め、同項第２号中「第２６条」を「第２６条第２項にお
いて準用する第２３条の２第３項」に改め、同事項第２項第１号中「収容」を「収用」に改め、
同事項第３項第５号中「若しくはその」を「、その」に改め、同事項第５項第１号中「第４
条」を「第４条第１項及び第２項」に改め、同項第７号中「以下この項」を「次号」に、
「第１３条」を「第１３条第１項」に、「更生療養券」を「更生医療券」に改め、同項第８号中
「第１５条」を「第１５条第１項」に改め、同事項第７項第１号中「附則第１０条」を「附則第１０
条第１項」に改め、同事項第９項第１０号中「開始」を「設置」に改め、同項第１１号中「開
始」を「附置」に改め、同事項第１０項第１号中「第８条」を「第８条第１項」に、「任免す
る」を「委嘱する」に改め、同事項第１１項第１６号中「許可」を「認可」に改め、同項第１８号
中「の規定」を「及び第３項の規定」に改め、同項第１９号中「第２９条第６項」を「第２９条第
７項」に改め、同項第２０号中「第２９条第８項及び第９項」を「第２９条第９項及び第１０項」に
改め、同事項第１２項第１４号を削り、同項第１５号中「第１１条の４第１項」を「第１１条の３第１
項」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１６号中「第１１条の４第２項」を「第１１条の３第
２項」に改め、同号を同項第１５号とし、同項第１７号中「第１１条の５」を「第１１条の４」に、
「であった者等に対し、報告若しくは帳簿書類の提出等を命じ、出頭を求め、又は職員に関
係者に対して質問させ、若しくは事務所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させる」
を「に対し、報告を求める」に改め、同号を同項第１６号とし、同項第１８号から第２１号までを
削り、同項第２２号中「第１１条の７第１項」を「第１１条の５第１項」に改め、同号を同項第１７
号とし、同項第２３号中「第１１条の７第２項」を「第１１条の５第２項」に改め、同号を同項第
１８号とし、同事項第１３項第８号中「第７０条第４項」を「第７０条第５項」に、「第１１５条の
１０」を「第１１５条の１１」に改め、同項第９号から第１１号までの規定中「第１１５条の１０」を「第
１１５条の１１」に改め、同項第１３号中「事業所」の次に「等」を加え、同項第１４号中「基準を
遵守すべき」を「同項各号に定める措置をとるべき」に改め、同項第１７号中「適正な事業の
運営をしていない」を「同条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当する」に改め、同項
第１９号中「指定の処分事由」を「同条第１項各号のいずれか」に改め、同項第２２号中「第７８
条の１０」を「第７８条の１１」に改め、同項第２５号中「事業所」の次に「等」を加え、同項第２６
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号中「基準を遵守すべき」を「同項各号に定める措置をとるべき」に改め、同項第２９号中
「適正な事業の運営をしていない」を「同条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当す
る」に改め、同項第３４号中「施設に」を「施設等に」に改め、同項第３６号中「基準を遵守す
べき」を「同項各号に定める措置をとるべき」に改め、同項第３９号中「適正な運営をしてい
ない」を「同条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当する」に改め、同項第４１号中「処
分事由」を「同条第１項各号のいずれか」に改め、同項第４９号中「に係る」を「又は介護老
人保健施設の廃止、休止若しくは再開の」に改め、同項第５０号中「施設に」を「施設等に」
に改め、同項第５４号中「基準を遵守すべき」を「同項各号に定める措置をとるべき」に改め、
同項第５７号中「基準に適合しなくなった」を「同条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該
当する」に改め、同項第５９号中「許可の処分事由」を「同条第１項各号のいずれか」に改め、
同項第６４号中「施設に」を「施設等に」に改め、同項第６６号中「に対し、期限を定めて」を
「の開設者に対し、同項各号に定める措置をとるべきことを」に改め、同項第６７号中「が勧
告」を「の開設者が勧告」に改め、同項第６８号中「に対し」を「の開設者に対し」に改め、
同項第６９号中「適正な運営をしていない」を「同条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該
当する」に改め、同項第７１号中「処分事由」を「同条第１項各号のいずれか」に改め、同項
第７３号中「事業所」の次に「等」を加え、同項第７４号中「基準を遵守すべき」を「同項各号
に定める措置をとるべき」に改め、同項第７７号中「適正な事業の運営をしていない」を「同
条第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当する」に改め、同項第７９号中「処分事由」を
「同条第１項各号のいずれか」に改め、同項中第８４号を第９３号とし、第８１号から第８３号まで
を９号ずつ繰り下げ、第８０号の次に次の９号を加える。

� 第１１５条の３２第２項の規定に基づき、介護サービス事業者から業務管理体制の整備
に関する事項の届出を受理すること。

� 第１１５条の３２第３項の規定に基づき、介護サービス事業者から届出事項に変更が
あった旨の届出を受理すること。

� 第１１５条の３２第４項の規定に基づき、介護サービス事業者から同条第２項各号に掲
げる区分の変更に係る届出を受理すること。

� 第１１５条の３３第１項の規定に基づき、介護サービス事業者に対し、報告若しくは帳
簿書類の提出等を命じ、出頭を求め、又は職員に関係者に対し質問させ、若しくは事
業所等に立ち入り、設備、帳簿書類等を検査させること。

� 第１１５条の３３第４項の規定に基づき、市町村長の求めに応じて同条第１項の権限を
行ったときに、その結果を当該市町村長に通知すること。

� 第１１５条の３４第１項の規定に基づき、介護サービス事業者に対し、適正な業務管理
体制を整備すべきことを勧告すること。

� 第１１５条の３４第２項の規定に基づき、介護サービス事業者が勧告に従わなかった旨
を公表すること。

� 第１１５条の３４第３項の規定に基づき、介護サービス事業者に対し、勧告に係る措置
をとるべきことを命ずること。

� 第１１５条の３４第５項の規定に基づき、介護サービス事業者が同条第３項の規定によ
る命令に違反したときに、当該違反の内容を関係市町村長に通知すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１５項中第６号を削り、第７号を第
６号とし、第８号を第７号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第４９条第３項において準用する第３２条の規定に基づき、社会福祉法人の合併を認可
すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１６項第２号中「療育手帳制度要綱
（昭和４８年厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知」を「北海道療育手帳制度要綱（昭和４９年
福祉第８５７号民生部長通知」に、「第５の１」を「第４の１」に改め、同項第３号中「第５
の２」を「第４の２」に改め、同項第４号中「第７」を「第６」に改め、同項第５号中「療
育手帳制度の実施について（昭和４８年児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知。以下この項に
おいて「通知」という。）第５の３」を「要綱第７の１」に改め、同項第６号中「通知第５
の４」を「要綱第７の２」に改め、同項第７号中「通知第６」を「要綱第８」に改め、同事
項第１７項第５２号中「以下」を「昭和２３年厚生省令第１１号。以下」に改め、同事項第１９項第２６
号中「について」を「の長に対し」に改め、同表の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第
２項第２号中「の規定」を「（第７条第４項及び第１０条第２項において準用する場合を含
む。）の規定」に改め、同項中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、
第８号を削り、第９号を第７号とし、同事項第５項第８号中「削除する」を「消除する」に
改め、同事項第６項第２１号中「第４２条」を「第４２条第１項」に改め、同事項第７項第５号及
び第７号中「の規定」を「及び第２項の規定」に、「許可する」を「許可し、及び軽微な変
更の工事の届出を受理する」に改め、同項第３０号中「、保安検査を行い」を削り、同号を同
項第３２号とし、同項第２９号中「施行規則」を「火薬類取締法施行規則（昭和２５年通商産業省
令第８８号。以下この項において「施行規則」という。）」に改め、「、完成検査を行い」を
削り、同号を同項第３１号とし、同項中第２８号を削り、第２７号を第３０号とし、第２４号から第２６
号までを３号ずつ繰り下げ、第２３号を第２５号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第４５条の３の１０の規定に基づき、認定完成検査実施者等による検査記録の届出を受
理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第７項中第２２号を第２４号とし、第２１号を
第２２号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 第３５条第１項の規定に基づき、保安検査を行うこと。
別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第７項中第２０号を第２１号とし、第１５号か
ら第１９号までを１号ずつ繰り下げ、同項第１４号中「及び第３項」を「、第２項及び第４項」
に、「許可」を「認可、軽微な変更の工事に伴う変更の届出の受理」に改め、同号を同項第
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１５号とし、同項中第１３号を第１４号とし、第１２号を第１３号とし、第１１号を第１２号とし、第１０号
の次に次の１号を加える。

� 第１５条第１項及び第２項の規定に基づき、製造施設及び火薬庫の完成検査を行うこ
と。

別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第７項に次の１号を加える。
� 施行規則第６７条の７第３項の規定に基づき、保安教育計画を定める消費者の指定を
取り消すこと。

別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第９項第２号中「第３８条の４」を「第３８
条の４第４項」に改め、同事項第１１項第４号中「の規定」を「及び第２項の規定」に改め、
同項第７号中「第３９条」を「第３９条第１項」に改め、同項第１０号を削り、同項第９号中「第
４０条第３項」を「第４０条第４項」に改め、同号を同項第１０号とし、同項中第８号を第９号と
し、第７号の次に次の１号を加える。

� 第３９条第３項の規定に基づき、職業訓練法人に係る定款又は寄附行為の変更の届出
を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第１１項第１１号中「第４２条」を「第４１条」
に改め、同項第２０号中「第６９条」を「第６９条第１項」に改め、同号を同項第２５号とし、同項
中第１９号を第２２号とし、同号の次に次の２号を加える。

� 施行規則第４８条の規定に基づき、合格証書を交付すること。
� 施行規則第６８条の２の規定に基づき、合格証書を交付すること。
別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第１１項第１８号中「第４２条」を「第４２条第
１項」に改め、同号を同項第２０号とし、同号の次に次の１号を加える。


 施行規則第４６条の規定に基づき、試験を免除すること。
別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第１１項第１７号中「第３６条」を「第３５条の
４」に改め、同号を同項第１９号とし、同項中第１６号を第１８号とし、同項第１５号中「第３５条」
を「第３５条第１項」に改め、同号を同項第１６号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 施行規則第３５条の３第１項の規定に基づき、技能照査の届出を受理すること。
別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第１１項中第１４号を第１５号とし、同項第１３
号中「昭和４１年労働省令第２４号」を「昭和４４年労働省令第２４号」に改め、同号を同項第１４号
とし、同項中第１２号を第１３号とし、第１１号の次に次の１号を加える。

� 第４２条第２項の規定に基づき、解散した職業訓練法人の残余財産の帰属の認可をす
ること。

別表第４の総合振興局等の本庁経済部の分掌事項第１７項第９号中「以下」を「昭和４６年北
海道条例第５０号。以下」に、「営業」を「事業」に改め、同表の総合振興局等の本庁農政部
の分掌事項第１項第１２号中「第４９条」を「第４９条第１項、第３項及び第５項」に改め、同項
第１４号中「違反転用」を「違反転用者」に改め、同項第１６号中「附則第２項各号」を「附則

第２項」に改め、同事項第２項第２号を削り、同事項第３項第１号中「総合振興局長等処
分」を「総合振興局長等の処分」に改め、同事項第５項第１０号中「土地改良法」の次に
「（昭和２４年法律第１９５号）」を加え、同事項第７項第１号中「及び第８条」を削り、「検
査を行う」を「職員に立入検査をさせる」に改め、同事項第８項中「北海道農業改良資金等
貸付規則（平成１４年北海道規則第９６号」を「農業改良資金融通法（昭和３１年法律第１０２号」
に改め、同項第１号中「第５条」を「第６条」に改め、同項第２号から第４号までを削り、
同事項第１１項中「農業近代化資金利子補給規則」を「北海道農業近代化資金利子補給規則」
に改め、同項第１号中「第３条の規定による契約」を「第３条の２の規定」に改め、同事項
第１４項及び第１５項を削り、同事項第１６項中「（昭和２４年法律第１９５号）」を削り、同項第５
号中「員外受益者」を「特定受益者」に改め、同項第１０号中「第４９条」を「第４９条第１項」
に改め、同項第１８号及び第１９号中「第５７条の４」を「第５７条の４第１項」に改め、同項第５２
号中「第９６条の２」を「第９６条の２第１項及び第７項」に改め、同項第５７号中「裁決を
し、」を「の裁決」に改め、同項中第７１号を第７２号とし、第６４号から第７０号までを１号ずつ
繰り下げ、同項第６３号中「第１１３条の２第３項」を「第１１３条の２第２項」に改め、同号を同
項第６４号とし、同項中第６２号を第６３号とし、第６１号を第６２号とし、第６０号を第６１号とし、第
５９号の次に次の１号を加える。

� 第９９条第１０項の規定に基づき、農業会議の意見を聞くこと。
別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項中第１６項を第１４項とし、第１７項を削り、
同事項第１８項第１号中「農業販売者」を「農薬販売者」に改め、同項第２号中「農薬販売業
者」を「農薬販売者」に改め、同項を同事項第１５項とし、同事項第１９項及び第２０項を削り、
同事項第２１項第４号中「措置を」を「措置等を」に改め、同項第８号中「同条に規定する」
及び「当該」を削り、同項第９号中「又は」の次に「海岸保全施設等の」を加え、同項第１１
号中「及び第８項」を「（第３７条の８において準用する場合を含む。）並びに第１８条第８
項」に、「の規定」を「において準用する第１２条の２第２項及び第３項の規定」に改め、同
項第１５号中「及び第４項」を「並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第
３項」に、「同条第２項」を「第２１条第２項」に改め、同項第２０号中「一般公共海岸区域
内」を「一般公共海岸区域」に改め、同項を同事項第１６項とし、同事項中第２２項を第１７項と
し、第２３項から第２８項までを５項ずつ繰り上げ、同事項第２９項中「牧野法」の次に「（昭和
２５年法律第１９４号）」を加え、同項を同事項第２４項とし、同事項中第３０項を削り、第３１項を
第２５項とし、同事項第３２項中「農地・水・環境保全向上対策実施要領（平成１９年１８農振第
１７７８号農村振興局長及び生産局長通知」を「環境保全型農業直接支援対策実施要領（平成２３
年２３生産第１０９５４号生産局長通知」に改め、同項第１号中「第５の９の�」を「第２の８の
�」に改め、同項第２号中「第５の１１の�」を「第２の１０の�」に改め、同項を同事項第２６
項とし、同事項中第３３項を第２７項とし、同事項第３４項第１号中「又は第９項」を「（同条第
９項において準用する場合を含む。）」に、「に関する」を「を受け、及び許可権限委譲事
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項について同意する」に改め、同項第２号中「に関する」を「を受ける」に改め、同項を同
事項第２８項とし、同事項中第３５項を第２９項とし、第３６項を第３０項とし、第３７項を第３１項とし、
同表の総合振興局等の本庁水産林務部の分掌事項第２項第７号中「第３２条の２」を「第３２条
の２ただし書」に改め、同項第８号中「の規定」を「において準用する第１４条から第１６条ま
での規定」に改め、同項第１１号中「第４６条」を「第４６条第１項」に改め、「こと」の次に
「（道外に住所を有する者に係るもの（同条第１項後段の検査を除く。）を除く。）」を加
え、同項第１２号中「第４７条」を「第４７条第１項」に改め、「こと」の次に「（道外に住所を
有する者に係るものを除く。）」を加え、同項第１３号中「第４８条」を「第４８条第１項」に改
め、「こと」の次に「（道外に住所を有する者に係るものを除く。）」を加え、同項第１４号
中「命令すること」を「命令し、又は封印をすること（道外に住所を有する者に係るものを
除く。）」に改め、同事項第３項第９号中「第３８条」を「第３７条」に改め、「及びイ」を削
り、同事項第４項第６号中「第５０条」を「第５０条第１項から第３項まで」に改め、同事項第
６項第２号中「支払う」を「交付する」に改め、同事項第７項第１号中「規定する」を「掲
げる」に改め、同項第７号中「設置」の次に「等」を加え、同事項第８項第１号中「海岸保
全区域内における土地」を「海岸保全区域」に改め、同項第３号中「海岸保全区域の占用に
際し」を削り、「協議」を「第７条第１項の占用又は第８条第１項の行為をすることについ
て協議」に改め、同項第４号中「第１２条」を「第１２条第１項から第８項まで」に、「監督処
分を」を「占用許可の取消し等の監督処分を行い、及び必要な措置を命じ、又は当該措置等
を自ら」に改め、同項第５号中「第１２条の２」を「第１２条の２第１項から第３項まで」に改
め、「基づき、」の次に「処分又は命令により損失を受けた者に対する」を加え、同項中第
７号を第２１号とし、同項第６号中「平成１２年北海道条例第２７号。」を削り、同号を同項第２０
号とし、同項第５号の次に次の１４号を加える。

� 第１２条の２第４項の規定に基づき、損失補償金額を原因行為者に負担させること。
� 第１３条の規定に基づき、海岸管理者以外の者が施行する海岸保全施設に関する工事
の設計及び実施計画について承認し、又は国等から協議を受けること。

� 第１５条の規定に基づき、他の工作物の管理者との協議により、その者に海岸保全施
設に関する工事を施行させ、又は海岸保全施設を維持させること。

 第１６条第１項の規定に基づき、原因者に海岸保全施設等に関する工事又は海岸保全
施設等の維持を施行させること。

! 第１８条第１項の規定に基づき、調査若しくは測量又は工事のため他人の占有する土
地等に立ち入り、又は他人の土地を一時使用すること。

� 第１８条第７項並びに同条第８項において準用する第１２条の２第２項及び第３項の規
定に基づき、立入り又は一時使用に伴う損失補償等を行うこと。

� 第１９条第１項から第３項までの規定に基づき、海岸保全施設の新設又は改良に伴う
損失補償等を行うこと。

" 第２０条第１項の規定に基づき、海岸管理者以外の海岸保全施設の管理者に対し報告
若しくは資料の提出を求め、又は立入検査をすること。

# 第２１条第１項及び第２項の規定に基づき、海岸管理者以外の者の管理する海岸保全
施設の管理につき必要な措置を命ずること。

$ 第２１条第３項並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項の規
定に基づき、第２１条第２項の命令により損失を受けた者に対する損失補償等を行うこ
と。

% 第２４条第１項の規定に基づき、海岸保全区域台帳を調製すること。
� 第３０条の規定に基づき、兼用工作物の費用の負担について協議すること。
� 第３１条の規定に基づき、原因者に費用の負担をさせること。
� 第３２条の規定に基づき、附帯工事に要する費用を負担し、又は原因者に負担させる
こと。

別表第４の総合振興局等の本庁水産林務部の分掌事項第１２項を削り、同事項第１３項第７号
中「第９条」を「第９条第１項」に改め、同項を同事項第１２項とし、同事項中第１４項を第１３
項とし、同事項第１５項第１号中「第１０条」を「第１０条第１項」に改め、同項第３号中「特定
疾病等」を「新疾病」に改め、同項を同事項第１４項とし、同事項中第１６項を第１５項とし、第
１７項を第１６項とし、第１８項を第１７項とし、同事項第１９項第１号中「昭和５５年北海道条例第３５
号」を「昭和５５年北海道条例第５３号」に改め、同項を同事項第１８項とし、同事項中第２０項を
第１９項とし、第２１項を第２０項とし、同事項第２２項第１号中「林業・木材産業等振興施設整備
交付金事業促進対策融資要綱（平成２年２林野組第９５号農林水産事務次官通達」を「森林整
備・林業等振興施設整備交付金事業促進対策融資要綱（平成２年２林野組第９５号農林水産事
務次官通知」に改め、同項を同事項第２１項とし、同事項第２３項第１号中「平成６年６林野企
第１２５号農林水産事務次官通達」を「平成６年６林野企第１２５号農林水産事務次官通知」に、
「第２の１の�又は�」を「第２の１及び２」に改め、同項を同事項第２２項とし、同事項第
２４項中「木材加工・流通体制整備事業等の実施」を「木材加工・流通体制整備対策事業等の
実施」に改め、同項第１号中「木材加工・流通体制整備事業等の運用について」を「木材加
工・流通体制整備対策事業等の運用について」に、「第３の２の�のアの&」を「第３の１
の�のアの&」に改め、同項第２号中「第３の２の�のアの&ｉ」を「第３の１の�のアの
&ｇ」に改め、同項を同事項第２３項とし、同事項中第２５項を第２４項とし、第２６項を削り、第
２７項を第２５項とし、同事項第２８項第４号中「３１の項」を「第２９項」に改め、同項を同事項第
２６項とし、同事項中第２９項を第２７項とし、第３０項を第２８項とし、同事項第３１項第６号中「北
海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（以下この項において
「」及び「」という。）」を削り、同項を同事項第２９項とし、同事項中第３２項を第３０項とし、
第３３項を第３１項とし、第３４項を第３２項とし、同事項第３５項中「の廃止」を「（昭和２６年北海
道条例第３８号）の廃止」に改め、同項第１号中「附則第２項」を「（昭和５５年北海道条例第
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５３号）附則第２項」に改め、同項を同事項第３３項とし、同表の総合振興局等の本庁建設部の
分掌事項第４項第７号中「除去」を「除却」に改め、同事項第７項中第９号を削り、第１０号
を第９号とし、同項に次の１号を加える。

! 第２６条の２第１項の規定に基づき、建築士事務所の開設者又は管理建築士に対し、
報告を求め、又は職員に検査させること。

別表第４の総合振興局等の本庁建設部の分掌事項第１２項第６号中「報告」を「報告さ
せ、」に改め、同表の開拓記念館の事項第４項第１１号中「第２２条」を「第２２条第１項」に、
「中止等」を「中止」に、「又は」を「又は原状回復を命じ、若しくは」に改め、同項第１２
号中「第２３条」を「第２３条第１項及び第２項」に改め、同表の保健所の事項第１項第１号中
「第２７条第２項」を「同条第２項」に改め、同項第１６号中「以下この項において「政令」を
「昭和２５年政令第１５５号。以下この項において「政令」に改め、同事項第２項を次のように
改める。
２ 調理師法（昭和３３年法律第１４７号）の施行に関する事務（渡島保健所にあっては函館
市の区域、上川保健所にあっては旭川市の区域に係るものを含む。）
� 第５条第１項の規定に基づき、調理師名簿を備え、免許に関する事項を登録するこ
と。

� 第５条第３項の規定に基づき、調理師免許証を交付すること。
� 調理師法施行令（昭和３３年政令第３０３号。以下この項において「政令」という。）
第１１条第１項の規定に基づき、調理師名簿の訂正を行うこと。

� 政令第１２条の規定に基づき、調理師名簿の登録の消除を行うこと。
� 政令第１３条第１項の規定に基づき、調理師免許証の書換え交付を行うこと。
� 政令第１４条第１項の規定に基づき、調理師免許証の再交付を行うこと。
� 政令第１４条第４項の規定に基づき、調理師免許証の返納を受理すること。
� 政令第１５条の規定に基づき、調理師免許証の返納を受理すること。
別表第４の保健所の事項第３項第４号中「。以下この項において「政令」という。」を削
り、同項第５号中「。以下この項において「省令」という。」を削り、同事項第４項第８号
中「失そう」を「失踪」に改め、同表の児童相談所の事項第１項第９号中「とした施設給付
決定保護者に対し、障害児医療受給者証を交付すること」を削り、同項に次の１号を加える。

% 児童福祉法施行細則（昭和３２年北海道規則第１２８号）第１２条の２の規定に基づき、
障害児施設医療受給者証を交付すること。

別表第５の２の事項第１号中「及び７の事項」を削り、同事項第４号中「の事項」を「６
の事項から８の事項まで」に改め、同事項第７号中「の事項」を「２の事項」に改める。
別表第５の２第２項第１４号中「第４８条の６及び第４８条の１０」を「第４８条の１２及び第４８条の

１６」に改め、同表第３項第５号中「減量の占用」を「占用の減量」に改め、同項第１８号中
「所長」を「副局長（建設管理部担当）」に改め、同項第１９号中「、監督処分」の次に

「（副局長（建設管理部担当）が専決したものに限る。）」を加え、「（所長が監督処分を
行ったものに限る。）」を削り、同項第２０号中「所長」を「副局長（建設管理部担当）」に
改め、同項第３１号中「第５条第１項及び第３項」を「第５条第２項（同条第３項において準
用する場合を含む。）」に改め、同項第３６号中「所長が専決処分した」を「副局長（建設管
理部担当）が専決した」に改め、同表第４項第１号中「第１１条第９項」を「第１１条第１０項」
に改め、同表第９項第９号中「、家屋の移転その他」を「その他の」に改め、同表第１１項第
８号中「同条に規定する」及び「当該」を削り、同項第９号中「又は」の次に「海岸保全施
設等の」を加え、同項第１２号中「及び第８項」を「（第３７条の８において準用する場合を含
む。）並びに第１８条第８項」に改め、「これらの規定を」を削り、「の規定に」を「におい
て準用する第１２条の２第２項及び第３項の規定に」に改め、同項第１６号中「及び第４項」を
「並びに同条第４項において準用する第１２条の２第２項及び第３項」に、「同条第２項」を
「第２１条第２項」に改め、同表第１４項第１０号中「第２条の３」を「第２条の３ただし書」に
改め、同表第１７項中第１０号を削り、第１１号を第１０号とし、第１２号から第２０号までを１号ずつ
繰り上げ、同項に次の１号を加える。

	 地方自治法第２５２条の１４第１項の規定に基づき、空港の所在する町に対し、空港の
管理を委託すること（渡島総合振興局及び宗谷総合振興局に限る。）。

別表第５の２第２３項第７号中「除去」を「除却」に改め、同表第２６項中第９号を削り、第
１０号を第９号とし、同項に次の１号を加える。

! 第２６条の２第１項の規定に基づき、建築士事務所の開設者又は管理建築士に対し、
報告を求め、又は職員に検査させること。

別表第５の２第３１項第６号中「報告」を「報告させ、」に改める。
別表第６の身体障害者リハビリテーションセンター所長の決裁事項の項を削り、同表に次
のように加える。
総合振興局及び留
萌振興局の副局長
（建設管理部担当）
の決裁事項

建設管理部長 当該事務を主管する室長
（建設行政室の主管する
事務にあっては、当該事
務を主管する課長）

附 則

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。
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